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（目  的） 
第 １ 条 本協定は都市緑地法（平成１６年法律第１０９号、以下「法」と称する。）第４５条

の規定に基づき、本協定第４条に定める区域（以下「協定区域」と称する。）内におけ

る緑化に関する事項を定めることにより当該区域内の緑化を図り、住宅地の良好な環境

を維持管理することを目的とする。 
（名  称） 
第 ２ 条 本協定は、阪急宝塚山手台第７住宅地区緑地協定と称する。 
（協定の締結） 
第 ３ 条 本協定は協定区域内の土地の所有者及び建築物の所有を目的とする地上権者又は賃

借権者（以下「土地の所有者等」と称する。）の全員の合意により締結する。 
（協定区域） 
第 ４ 条 本協定の協定区域は、別紙緑地協定区域図赤線内区画とし、次のとおりとする。 
          （総区画数１７６区画） 
宝塚市山手台西４丁目 １７－１，１８－１～８，１９－１～１４，２０－１～１２， 

２１－１～１２，２２－１～１１，２３－１～２７， 
２４－１～２２，２５－１～２１，２６－１～７，２７－１～５ 

           ２８－１～１３，２９－１～９，３０－１～３，３１－１～１１ 
（協定の効力） 
第 ５ 条 本協定は、宝塚市長の認可の公告のあった日から効力を発し、認可の公告のあった

日以後にこの協定区域内の土地の所有者等となった者に対しても、その効力があるもの

とする。 
（緑化に関する基準） 

第 ６ 条 本協定第４条に定める協定区域内における樹木等を植栽する場所は、各区画におけ

る既設の植樹帯（「造成完了時」に築造されている外部直擁壁と道路境界に挟まれた植

栽スペース）及び植桝（「造成完了時」に築造されている縁石と道路境界に挟まれた植

栽スペース）とする。 
  ２． 前項にて規定する既設の植樹帯及び植桝以外の空間地についても、極力接道部緑化を

行うものとする。ただし、通路及びカーポート等の緑化が不可能な部分についてはこの

限りではない。 
３．第１条の目的を達成するため、既設の植樹帯及び植桝への工作物（ただし転落防止を目

的として設置するもの、別紙緑地協定区画街路図茶色着色部分（７－１４６３）に面す

る部分に転落防止、侵入防止を目的として設置するもの、また「造成完了時」に築造さ

れている外部直擁壁の表面仕上げに係るものについてはこの限りではない）の築造、並

びに既設の植樹帯及び植桝の構造・形状の変更を禁止するものとする。 
４． 植栽する樹木等の種類、植栽する量及び垣・柵の構造に関する規準は次のとおりとす

る。 
     （１）植栽する樹木の種類は当該区域内の風土に適合したものとし、別表に掲げるものを



基本とする。 
     （２）植栽する樹木の量は一列植栽以上とし、樹木相互の葉張りが接する程度に植栽する

ものとする。 
     （３）宅地内の空間地についても、極力貼芝等で緑化するものとする。 
     （４）垣の構造は生垣とし、柵の構造はネットフェンス等の見通しのきくものとする。 
（既設の植樹帯及び植桝が設置されていない部分における緑化） 
第 ７ 条 道路に面して既設の植樹帯もしくは植桝が設置されていない部分を有する区画であ

っても、第１条の目的が達成されるよう、通路及びカーポート等の緑化が不可能な部分

を除き、極力接道部緑化を行うものとする。 
（樹木等の維持管理） 
第 ８ 条 協定区域内の土地の所有者等は、本協定に基づいて植栽する樹木等について第１条

の目的が達成されるよう維持管理を行うものとする。 
（有効期間） 
第 ９ 条 本協定の有効期間は、法第４７条第２項に規定する宝塚市長の認可の公告のあった

日から起算して１０年とする。ただし、有効期間満了６ヶ月前に土地の所有者等の過半

数の廃止申立てがない限り、引き続き１０年間有効とする。 
（協定の変更及び廃止） 

第１０条 本協定にかかる協定区域、緑化に関する事項、有効期間又は協定違反があった場合

の措置を変更しようとするときは、土地の所有者等の全員の合意をもってその旨を定め、

これを宝塚市長に申請して、その認可を受けなければならない。 

 ２． 本協定を廃止しようとするときは、土地の所有者等の過半数の合意をもってその旨を

定め、これを宝塚市長に申請して、その認可を受けなければならない。 

（所有地等の譲渡等） 
第１１条  当該協定区域内の土地の所有者等は、所有地または建築物を譲渡する場合、譲受人

に対して本協定の効力及び内容を明らかにし、本協定の写しを譲渡しなければならない。 
（違反者の措置） 
第１２条  第１３条に定める委員会の委員長は、同委員会の決定に基づき第６条及び第７条の

規定に違反した土地の所有者等（以下「違反者」という。）に対して本協定の履行に必

要な措置を請求することができる。 
２． 違反した者がこの請求に応じないときは協定の目的とする範囲内で必要な措置をとる

ことができるものとする。 
  ３． 本協定の有効期間内における違反者に対する本条第１項、第２項の措置については、

期間満了後もなお効力を有する。 
（運営委員会） 
第１３条 本協定の運営のため、運営委員会（以下「委員会」という。）を設置し次の役員をお

く。 
        委 員 長      １ 名 
        副委員長      １ 名 
        委  員      若干名 
        会  計      １ 名 



２． 委員は土地の所有者等の互選とする。なお、１区画の土地の共有者又は共同借地権者

は、その内の１人を代表者として委員を互選する。 
  ３． 委員長は委員の互選とし、協定運営のための会務を総理し、委員会を代表する。 
  ４． 副委員長及び会計は委員の内から委員長が委嘱する。 
  ５． 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはこれを代理する。 
  ６． 会計は本協定の運営に関する経理業務を処理する。 
（委員の任期） 
第１４条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。 
  ２． 委員の再任は妨げないものとする。 
（経  費） 
第１５条 土地の所有者等は、委員会の運営に必要な経費を負担しなければならない。 
（補  則） 
第１６条 本協定に規定するもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は別に定める。 
 

（付  則） 
   本協定はこれを３部作成の上、宝塚市長に認可申請をし、認可後その１部を委員長が保管

し、その写しを協定全員に配付する。 
 


